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少子高齢化社会や情報化社会の到来など、急激な社会の変化に伴い、時代の要請す

る行動様式、価値観が従来と大きく変化し、現実の事態に対応するためには自ら進んで学

び、身に付けることが望ましい「現代的課題」が数多く生じてきている、とされたのは平成４年

の生涯学習審議会答申「今後の社会の動向に対応した生涯学習の振興方策について」で

した。 

それから２０年、社会の変化はさらに加速度を増し、本格的な人口減少社会、グローバル

社会の到来は、青森県内にも大きな影響を与えています。厳しい経済状況の中、産業構

造・就業形態の変化が、地域社会や家庭生活に影響を与えています。また、平成２３年度

から２４年度にかけて、青森県の人口は約１万２千人減少し、１５歳未満の子どもは約５千

人減少しています。地域の学校が廃校になったり、地域の公民館が休館状態になって、学

校や公民館を中心とした地域コミュニティの維持が難しい地域も出てきています。 

一方で、社会の変化が地域に与える影響は画一なものではなく、複雑に多様化していま

す。例えば、少子社会の影響も、都市部か郊外か、その地域の歴史や文化、そこに住む住

民の職業や家族構成など、様々な要素が絡み合うため、顕在化する問題は同じ「少子化」

であっても、その地域で取組が必要な地域課題は全く違うものとして浮かび上がってくる場

合があります。行政も細かく複雑・多様化した住民のニーズに対応することが難しくなってい

ます。 

そこで、平成２０年２月の中央教育審議会答申「新しい時代を切り拓く生涯学習の振興方

策について～知の循環型社会の構築を目指して～」では、一人一人が社会の変化に対応し

ていくために、自ら課題を見つけ、考え、身に付けた知識や技能を活用して、他者と協力しな

がら課題を解決していく総合的な「知」が必要であると指摘されています。また、個人の自立

と地域コミュニティの形成への参画が求められ、社会教育行政には「個人の要望」と「社会の

要請」のバランスの視点を持つことが重要であるとともに、人間的価値・社会的価値・経済的

価値等の調和を図る視点が求められています。 

そして、平成２２年６月の政府による「新しい公共宣言」においても、地域の新たなコミュニ

ティづくりを住民が主体的に行っていくことの重要性が述べられ、地域が抱える課題は多種

多様であることから、地域住民等が課題についての理解を深め、必要な知識等を身に付け、 

解決策を検討し、地域の状況に即した手法で具体的取組につな

げていくことが必要であるとされています。 

私たち第３０期青森県社会教育委員は、住民が主体的に地

域を学び、地域課題に気づき、解決を考え、協力しながら行動す

る、このプロセスがまさに社会教育であると考えます。そして、時

代の変化の中で、複雑で多岐にわたる今日的課題・地域課題が 

１ テーマ設定の趣旨 
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顕在化する中、社会教育はどのようにその課題に向き合い、住民一人一人の主体的な学び

を支援し、地域活動への参画を促すのか、そのことを明らかにすることが重要であると考え、

テーマを「時代の変化に対応した（今日的課題に取り組む）社会教育の在り方」と設定しまし

た。 

 

 

今日的課題・地域課題に取り組む団体・施設等は、目的や取組の内容が多岐にわたる

上に、その活動の規模やこれまでの経緯、地域性なども多様であることから、アンケート等を

利用した統計分析的な調査研究ではなく、できるだけ多くの団体・施設・活動の現場を実際

に訪問し、それぞれについて質的観点をふまえ、考察することとしました。 

また、調査研究テーマへのアプローチとして、５つのプロセス（次ページ図参照）を設定し、

調査の観点等の共通認識を図った上で、全委員の協力のもと県内の団体・施設・事業等を

実地調査しました。 

♣ 

調査研究のプロセス①からプロセス③については、第２章で述べています。 

県の社会教育委員から出された地域の現状と課題、社会教育の現状と課題に対する意
見等を、グルーピングにより整理し、地域課題と社会教育の関わりについて考察しています。 

♣ 

調査研究のプロセス④については、県内で今日的課題・地域課題に取り組む団体・施設
等の情報を広く収集し、プロセス③までに整理した地域課題と社会教育の課題について、よ
り深く考察することを目的に、県内１８の団体・施設・事業等を選定し、実地調査しました。 

♣ 

実地調査の結果と分析から、プロセス⑤として今日的課題・地域課題に取り組む社会教
育の在り方についてまとめたのが第３章です。地域の課題や要請に対して、社会教育に関わ
る個人・団体・行政等が今後どのように取り組むべきかを考察しています。 

♣ 

実地調査した県内の事例について、その先進的な取り組みや柔軟な発想、時代に合わ

せた活動の工夫等を、第４章で紹介しています。 

♣ 

２ 調査研究の方法と方向性 
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「時代の変化に対応した（今日的課題に取り組む）社会教育の在り方」 

第３０期青森県社会教育委員による調査研究のプロセスとイメージ 

１ 調査研究テーマ 

 

 

２ 調査研究のねらいとプロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 調査研究イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プロセス①社会（地域）の課題や要請を、社会性・公共性・現代性・緊急性 

の観点で整理する。⇒今後取り組むべき地域の課題を明らかにする 

プロセス②社会（地域）の課題や要請に対して、社会教育の関わりの現状と 

課題について整理する。⇒社会教育の現状を明らかにする 

プロセス③地域課題と社会教育の関わりを整理し、実地調査事例を選定する。 

⇒仮説 

 

 

①社会（地域）の現状と課題 ②社会教育の現状と課題 

③地域課題と社会教育の 

関わり 

ｏ実施主体、組織 

ｏ連携、協働 

ｏ取組方法 

ｏ成果、地域への影響 

ｏ今後の展望と課題 など 

ｏＥＳＤ、環境 

ｏ市民生活、市民意識 

ｏ地域づくり、地域連帯 

ｏ子ども、青少年育成 

ｏ多様な価値観の共生 

       ・ 
       ・ 
       ・ 

ｏ社会教育行政、施策 

ｏ公民館の取組 

ｏ社会教育施設の利活用 

ｏ社会教育関係団体 

ｏ社会教育委員等の個人 

ｏNPO、市民団体 

        ・ 
        ・ 
        ・ 

⑤時代の変化に対応する今後の社会教育の在り方の報告・提言 

④実地調査・ヒアリングによる分析・考察 

プロセス⑤ 

社会（地域）の課題や要請への活動に

取り組んでいる主体・組織・内容・成

果・地域への影響等を、課題解決性・

自主性（リーダー性）・行動変容性の

観点も交えて調査・分析し、紹介する。

⇒今後の取り組みのモデル 

 

プロセス⑤ 

社会（地域）の課題や要請に対して、

社会教育に関わる個人・団体・行政

等が今後どのように取り組むべき

か、考察する。 

⇒今後の社会教育の在り方の提言 

プロセス④実地調査・分析・考察 

第４章（P36～）

に掲載 

第３章（P14～）

に掲載 

第２章 

（P４～）

に掲載 

第２章 

（P９～）

に掲載 

第２章 

（P12～）

に掲載 




